
高等学校における通級による指導の制度化の概要

小・中学校等においては、通常の学級に在籍し、大半の授業を通常の学級で受けつつ、
障害による学習上・生活上の困難を主体的に改善・克服するために受ける「通級による
指導」が制度化されているが、高等学校段階においても同様の指導を行うことができる
ニーズが高まっているところ。本制度改正はこうしたニーズに対応するものである。

①省令（学校教育法施行規則）の改正
・高等学校で障害に応じた特別の指導を行う必要
がある者（※１）を教育する場合、特別の教育
課程によることができる
（※１）言語障害、自閉症、情緒障害、弱視、難聴、

ＬＤ、ＡＤＨＤ、肢体不自由、病弱及び身体虚弱
（小・中学校と同様）

②告示の改正
・障害に応じた特別の指導を高等学校の教育課程
に加え、又は選択教科・科目の一部に替えるこ
とができる

・障害に応じた特別の指導に係る修得単位数を、
年間７単位（※２）を超えない範囲で卒業認定
単位に含めることができる
（※２）中学校の時数と同程度

・小・中学校も含めた障害に応じた特別の指導の
内容に係る規定の趣旨を明確化（※３）
（※３）従来は「障害の状態に応じて各教科の内容を

補充するための特別の指導を含む」と定められて
いたところ、障害による学習上又は生活上の困難
の改善・克服という本来の目的に照らし、障害の
状態に応じて各教科の内容を取り扱いながら行う
ことができる趣旨であることを明確化

省令等の改正
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※障害に応じた特別の指導：年間7単位まで

●通級による指導等を受けて
いる児童生徒数

平成5年度 平成27年度
小学校 11,963人 80,768人
中学校 296人 9,502人

●通級による指導の実施形態



高等学校における通級による指導の導入に向けた今後のロードマップ
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まとめ

制度設計 → 制度の運用開始 → 継続的にフォローアップ

モデル事業の実施 ／ モデル事例集の作成・普及 グッドプラクティスの収集発信／課題等への対応方策実施

教員の専門性
の向上

「指導の手引き」の改訂

中核的教員・通級指導担当教員の育成研修研修プログラム検討

指導内容検討 教育委員会・学校現場等への周知 → 必要に応じて更なる改訂

専門性向上のための事業実施 制度設計を踏まえた内容の改善

環境整備

関係省庁との協議 → 中核的教員・通級指導担当教員の配置教職員配置の規模の検討

モデル事例分析 校内体制のモデルケースの普及 グッドプラクティスの収集発信

学校への
支援体制構築

実施状況等を踏まえ、追加の実施校等の検討 → 決定

中核的教員の候補検討 育成研修の実施 中核的教員による普及 ／ 通級指導担当教員の育成研修

専門家チーム・教育支援委員会の体制強化等 専門家チーム・教育支援委員会等による助言・支援

実施準備 ガイダンス→ 校内委員会等で検討→ 対象者決定→ 実施

校内体制
の整備

特別支援教育コーディネーターを中心に、
組織的に取組を推進

特別支援教育コーディネーターの指名、担当教員の決定
校内委員会の設置 ／ 指導場所の確保
各教職員の意識啓発 ／ 校内・関係機関の連携強化

指導内容の普及
条件整備


